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ご存じですか？　障害者控除対象者認定ご存じですか？　障害者控除対象者認定

所得税
27万円
40万円

市・県民税
26万円
30万円

障 害 者 控 除 額
特別障害者控除額

　身体障害者手帳や療育手帳などの交付を受けて
いない65歳以上の人で、障害者控除対象者に認
定されると、所得税と市・県民税の障害者控除を
受けることができます。
　ただし、控除を受けるには、市が発行する「障
害者控除対象者認定書」が必要です。対象となる
人は同認定書の交付申請をしてください（なお、
身体障害者手帳などをすでに持っている人は、申
告の際に手帳を提示することで控除が受けられま
すので、同認定書は必要ありません）。
　また、介護認定を受けていない人は、医師の診
断書や意見書が必要になりますので、事前に本庁・
社会福祉課へご相談ください。
■対　象＝市内在住の65歳以上の人で、次のい
ずれかに該当する人。

〔障がい者〕
①身体障害３～６級に準ずる障がいがある人

②知的障害の軽度・中度に準ずる障がいがある人
〔特別障がい者〕
③身体障害１・２級に準ずる障がいがある人
④知的障害の重度に準ずる障がいがある人
　⑤寝たきりの高齢者
■控除額＝下表のとおり。

■申請方法＝①～④は本庁・社会福祉課、⑤は本
庁・高齢者支援課に備え付けの申請書に必要事
項を記入し、同課へ提出してください（牛深支
所・保健福祉課とその他の支所・市民生活課で
も申請できます）。
※認定結果は後日、郵送で通知します。

　天草税務署では、年金受給者を対象に「確定
申告説明会」を実施します。記載方法の説明を
聞きながら確定申告書を作成し、その場で提出
もできます。対象者には案内文書を送付します
が、その文書が届かなくても参加できます。参
加料は無料です。
■日　程＝右表のとおり。
■持参品＝①印鑑 ②公的年金の源泉徴収票 ③
社会保険料の支払金額がわかる書類 ④生命保
険料・地震保険料控除証明書 ⑤筆記用具・電
卓。
※年金のほかに、給与収入がある人は事業所が
発行した源泉徴収票を、生命保険・損害保険

１/28㊍
1/29㊎

２/1㊊

２/8㊊
２/9㊋
２/10㊌

市民センター
２階・大会議室

五和町コミュニテ
ィセンター

牛深支所
２階・大会議室

と　　　き と　こ　ろ

年金受給者の確定申告説明会を実施

9：30～／14：00～

13：30～
9：30～／14：00～
9：30～

□確定申告年金受給者説明会日程

【問い合わせ先】本庁・社会福祉課障がい福祉係（内線1181）／高齢者支援課高齢者福祉係（内線1191）
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【問い合わせ先】本庁・市民税課市民税係（内線1144）

住民税の住宅借入金等特別税額控除が変わります
　住民税の住宅借入金等特別税額控除は、税
源移譲による税率の改正のための特別措置と
して、平成11年から同18年までに居住した人
のみ、市に申告することで控除を受けられま
したが、平成22年度からは、次のように変わ
ります。

■対象者①＝平成21年から同25年までに居
住をはじめた人
　所得税の住宅ローン控除の適用を受けた人
については、所得税から控除しきれなかった
額を翌年度分の個人住民税から控除する新し
い制度ができました。
　この制度の適用を受けるためには、最初の
年は所得税の確定申告を、２年目以降につい
ては、給与所得の年末調整か所得税の確定申
告のどちらかをする必要があります（市への
申告は不要です）。
●適用年度＝10年間（所得税の住宅ローン特
別控除の適用を受けている期間）。

■対象者②＝平成11年から同18年までに居
住をはじめた人
　所得税の住宅ローン控除から控除しきれな
かった分がある場合、平成20・21年度と同じ
ように住民税の住宅ローン控除が受けられま
すが、市への申告は不要になりました（市に
申告をしなくても、給与の年末調整や所得税
の確定申告をすることで、自動的に住民税の

控除が受けられる仕組みに変わりました）。
　ただし、退職所得や山林所得を有する人、
所得税において平均課税の適用を受けている
人（平成11年から平成18年までに入居した人）
については、「新たな住宅ローン控除」と「税
源移譲の経過措置としての住宅ローン控除」
で、控除される金額が異なる場合があるため、
これまでと同様に市へ申告を行い、控除の適
用を受けることができます。
　申告する場合は、毎年３月15日までに、市
へ申告書を提出してください。
※期限までに申告しなかった場合は、自動的
に申告を不要とする「新たな住宅ローン控
除の適用」を受けることになります。

●申告方法＝所得税の確定申告書とともに
「住宅借入金等特別税額控除申告書」を天
草税務署へ提出してください。同申告書は
本庁・市民税課の窓口に備え付けているほ
か、市のホームページからも取得すること
ができます。

●適用年度＝平成20年度分から同28年度分ま
での個人住民税。

※平成19年・20年に入居した人については、
住民税の住宅ローン控除はなく、所得税か
らだけの控除となります（この期間に入居
した人については、所得税の住宅ローン控
除を受ける最初の年に、控除の期間を10年
か15年の選択制にすることで調整されてい
ます）。

【問い合わせ先】天草税務署☎㉒2510

契約などに基づく満期または、解約返戻金や
個人年金の受け取りで所得が生じた人は支払
調書を、それぞれ持参してください。


